
施策構成事務事業評価一覧表
2003 ごみの減量化と適正処理の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

小中尾　政則

林田　雅孝

小中尾　政則

林田　雅孝

小中尾　政則

松下　昌也

荒木　良也

久保田　要

荒木　良也

金子　忠敏

荒木　良也

本川　健二

荒木　良也

堀口　一成

荒木　良也

堀口　一成

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

施策名

15 15

総合評価

余地なし 事業推進

1
４Ｒ推進事業（旧３R
推進事業）

４Ｒ・廃棄物の発生回避（リフューズ）、
排出抑制（リデュース）、再利用（リユー
ス）、再生利用（リサイクル）を進めるこ
とで、循環型社会の構築を図る。

根拠法令
要綱等

・大村市生ごみ処理
機器購入費補助金交
付要綱
・大村市生ごみリサ
イクル活動用物品支
給事業実施要綱

事業の方向性

現状維持

妥当性 有効性 効率性

平成19年度

現状維持

現状維持

主な指標

事業
類型 単位

1,3651,010

a a

H30

計画 計画
NO 事業名

計画 実績

事業費（千円） 人件費（千円）

事業内容

11

有

生ごみ処理機器
補助交付数

個 15 4

妥当 貢献度高

4,7271,352 4,729

a A

2 不法投棄対策事業

建築廃材等の処理規制が厳しくなったことや家
電製品4品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコ
ン）の廃棄処理の有料化以降、不法投棄が後を
絶たない状況であり、市内一円の巡回・パト
ロール、指導、摘発を実施する。
また、不法投棄禁止看板等の設置を行う。

a a
11

有

不法投棄物回収
量

㎏ 9,100 5,363

a A

3,027 3,083 3,923 5,484

・廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
・大村市環境美化条
例
・大村市環境美化条
例施行規則

9,100 9,100

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

5,454

3 精霊流し対策事業

市内各地区の町内会長会により運営されて
いる精霊流し事業に対して、その運営費の
一部に対し補助金を交付する。
また、各地区に集積された精霊船等の処理
について、専門業者に委託し回収・処分を
行う。

a a
11

有

精霊船の処理量 kg - 7,840

a A

7,526 8,242 9,000 1,502 - -

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

1,454

4
ごみステーション化推
進事業

町内会等によるごみステーションの整備に
対し、補助金交付または、ボックスやカラ
スネットの貸与を行い、衛生的で効率性の
高いステーション化の促進を行う。

a a
8

無

ステーション化
率（可燃物）

％ 85.2 84.1

a A

6,444 6,418 6,147 18,851令和8年度

・大村市ごみステーショ
ンの設置に関する要綱
・大村市ごみステーショ
ン整備補助金交付要綱
・大村市ごみステーショ
ンボックスの貸与に関す
る要綱

・大村市精霊流し協
議会会則

平成14年度 86.2 87.0

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

18,829

5
し尿処理施設維持管理
事業

許可業者が搬入した各家庭のし尿及び浄化
槽汚泥を、ごみや沈砂などを取り除き希釈
した後、下水道へ送り処理する。

5

無

し尿搬入量（年
間）

kl 6,145 7,747

a A

55,355 52,327 59,166 4,727 7,604 7,468

余地なし 事業推進

5,454

6 可燃物収集事業

家庭から排出された「燃やせるごみ」を、
収集車で収集運搬する。 6

無

可燃物収集量 ｔ 13,647 15,567

a A

98,596 108,726 115,509 22,808

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

15,600 15,600

余地なし 事業推進

25,758

7
環境センター運営管理
事業

環境センターの管理棟及び敷地全体の整備
管理を行い、市民サービスの向上に努め
る。

5

無

ごみ搬入持ち込
み者数

人 36,000 42,096

a A

85,883 85,177 86,224 18,876 42,000 42,000

余地なし 事業推進

23,237

a a a
11

有

424 425 424

A

44,591 48,957 53,644 1,091 1,091

指定ごみ袋の製造、倉庫での保管、小売店
への配送及びごみ処理手数料の徴収、小売
店での販売を委託することにより、市民及
び事業者へ指定ごみ袋を安定的に供給す
る。

平成13年度

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

424

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

１世帯当たり可
燃物ごみ量（搬
入量）

Kg8
指定ごみ袋制度推進事
業

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

事業期間

環境保全課

環境保全課

環境保全課

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
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【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ



2003 ごみの減量化と適正処理の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

総合評価
根拠法令
要綱等

事業の方向性妥当性 有効性 効率性 主な指標

事業
類型 単位

H30

計画 計画
NO 事業名

計画 実績

事業費（千円） 人件費（千円）

事業内容
事業期間

新
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・
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荒木　良也

本川　健二

荒木　良也

堀口　一成

荒木　良也

金子　忠敏

荒木　良也

本川　健二

荒木　良也

本川　健二

荒木　良也

金子　忠敏

荒木　良也

本川　健二

荒木　良也

小森信親

現状維持

現状維持

拡充

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

その他の見直し

9 資源物収集・運搬事業

a
6

無

18.8 17.2 17.5

A

57,075 72,843 78,481 1,091 1,091 17.5

余地なし 事業推進

リサイクル率 ％

a a a
11

有

11.0 4.6 4.7

A

8,556 8,272 8,018 509 509

資源物を収集運搬するとともに、資源物の
種類に応じて、施設処理での再資源化、再
分別及び「容器包装リサイクル法」に基づ
く再商品化(基準適合物化)等を行う。

団体及び業者に対し報奨金を交付すること
により、ごみの再資源化物回収運動を推進
し、ごみの排出抑制と減量化を図る。

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

平成5年度

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

4.6

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

集団回収量のご
み排出量に占め
る割合

％

11
廃棄物処理施設維持管
理事業

a
5

有

300 308 300

A

308,175 324,156 431,565 82,944 76,227 300

余地なし 事業推進

稼働日数（焼却
設備）

日

10 集団回収推進支援事業

12 不燃物収集処理事業

a
6

無

1,312 1,834 1,800

A

40,110 49,831 48,785 1,091 1,091

ごみ処理施設の安定的な運営を行うため、
計画的な補修工事及び定期的な点検・整
備・測定分析等を実施する。

市民が排出する不燃物を収集し、適正に処
理するとともに、環境センターで処理でき
ない処理困難物については、民間へ適正な
処理を委託する。

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

平成9年度

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

1,800

余地なし 事業推進

家庭系不燃物の
搬入量

ｔ

13
分別排出等促進啓発事
業

a
4

無

24,046 30,325 30,400

A

1,385 1,002 412 16,537 11,781 30,500

余地なし 事業推進

ごみ搬入量 ｔ

a

3,061 3,576 3,500

A

35,998 62,236 58,552 5,090 5,818

5

無

施設見学の実施や市民への分別排出・ごみ
減量化等の指導・説明会等を開催する。

計画的な補修工事及び定期的な点検・整
備・水質測定分析等を行う。

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

3,500

余地なし 事業推進

埋立される最終
処分量

ｔ

15 ふれあい収集事業

a a a

160 154 180

A

3,502 3,613 3,969 4,363 4,363 190

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

ふれあい収集世
帯件数

世帯

環境セン
ター

14
最終処分場維持管理事
業

16
廃棄物処理施設更新事
業

a a a

0

A

0 0 6,505 1,091 4,727

11

有

10

有

　対象者から申請書及び必要書類を提出しても
らい、現地調査の上、認定の可否を決定する。
　基本的に可燃ごみ、不燃ごみ、資源物は週２
回回収し、希望者には、見守り活動として声掛
けを行い、不測の事態が発生したときは、必要
な措置を講じた上で、緊急連絡先へ通報する。

　環境センター（既存の焼却施設）の老朽化により、新たな施設整備
を行う必要がある。
　一般廃棄物は、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合
的に推進するため、市町村の自主性と創意工夫を活かしながら、廃棄
物処理・リサイクル施設整備を計画（循環型社会形成推進）する。
　し尿処理施設は、下水道処理場で一括して共同処理できる施設整備
の検討を含め、経済性の向上と効率的な維持管理が図れる施設整備を
計画する。

※令和２年度からし尿処理施設更新事業を分離

平成28年度

・大村市ふれあい収集事
業実施要綱
・廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、大村市廃
棄物の処理及び清掃に関
する条例
・一般廃棄物処理基本計
画

平成31年度

環境セン
ター

0.1

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

施設更新に関す
る事業進捗率
（事業費ベー
ス）

％

環境セン
ター

令和11年度
循環型社会形成推進
交付金交付要綱

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター

環境セン
ター



2003 ごみの減量化と適正処理の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

総合評価
根拠法令
要綱等

事業の方向性妥当性 有効性 効率性 主な指標

事業
類型 単位

H30

計画 計画
NO 事業名

計画 実績

事業費（千円） 人件費（千円）

事業内容
事業期間

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ

荒木　良也

小森信親

荒木　良也

堀口　一成

荒木　良也

本川　健二

その他の見直し

終了

新規

17 し尿処理施設更新事業

a a a

0

A

0 0 25,032 0 0 3.0

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

施設更新に関す
る事業進捗率
（事業費ベー
ス）

％

10

有

　環境センター（既存のし尿処理施設）の老朽化により、新たな施設
整備を行う必要がある。
　下水道の普及により、し尿発生量は減少傾向が見込まれ、従来の施
設規模より縮小でき、国からも汚水処理の合理化を求められているこ
とから、新施設は下水道投入施設として下水道終末処理場内（浄水管
理センター）に新設する。
　し尿処理施設は、下水道処理場で一括して共同処理できる施設整備
の検討を含め、経済性の向上と効率的な維持管理が図れる施設整備を
計画する。

※令和２年度に廃棄物処理施設更新事業から分離

災害廃棄物は、一般廃棄物に位置づけられ
ており、大規模災害等により発生した災害
廃棄物の処理について、基本的な流れを整
理し、廃棄物の迅速かつ適正な処理を行い
早期の復旧、復興に役立てるため、処理体
制や処理方法などの基本的事項を定める。

環境セン
ター

令和２年度 令和７年度

社会資本整備総合交
付金
下水道広域化推進総
合事業

環境セン
ター

平成31年度 令和1年度
災害廃棄物対策指針
長崎県災害廃棄物処
理計画

18
災害廃棄物処理計画策
定事業

1000 0 0 218 291

環境セン
ター

令和２年度

災害廃棄物処理
計画の作成進捗
率

％

19
廃棄物リユース事業
（ごみ活用事業）

a a a A

0 0 88 0 0 1

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

就労施設

0 0 0

0 0 0 0

10

有

みんなで育てる資源循環の「ミライ」のまちづくりを目標に、ごみの減量化、リサイク

ル率の向上を目的として廃棄物をリユース（再利用）し、障がい者に対しての理解及び

社会参加促進のため、環境センターに持ち込まれたまだ使えそうな廃棄物を、市内の障

害者就労施設に無償譲渡し、施設で修理清掃して販売する。

廃棄物リユース事業は、長崎県内でも初めての取り組みであり、市民・障害者就労施

設・市が手をとり資源循環の気持ちを育て、人・環境にやさしいまちづくりをめざす。

障害者就労施設と連携することにより、施設としては仕事の確保・工賃の向上、障害者

の社会参加促進が図られる。大村市としても、売払いに対する人件費・作業スペースの

確保が必要なくなる。

0 0

0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0


